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在インドネシア日系企業が直面する経営課題

競争環境が目まぐるしく変化する中で、足元のオペレーション・組織における課題対応に多くの

エネルギーが費やされており、環境変化への適応ができず、競争優位性を喪失しつつある

インドネシアで

日本企業が

直面する

経営課題

為替変動・

資本コストの高まり

地場・中国・韓国企業

の台頭による競争の激化

人材確保難・

組織の空洞化

非効率なオペレーション

による収益性の低下

内部統制の形骸化による

不正・ミスの多発

法規制への対応・

コンプライアンス強化の必要性
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2023年注目すべきインドネシア・ビジネスリスク

世界経済や地政学リスクの影響を受け、インドネシアのビジネス環境は大きく変化すると思わ

れる

04サイバーセキュリティ・

リスクの高まり

1 世界経済の停滞

▪ 中国経済の低迷による輸出減速

▪ 国内経済の成長減速

世界銀行予測: 23～24年平均成長率4.9％

▪ 為替変動リスクの高まり

(金利上昇によるインフレ懸念？)

3 サプライチェーン・リスクへの対応

▪ 各国サプライチェーン関連法規制動向・

取引先管理強化トレンドへの対応

▪ インドネシア個人情報保護法への対応

(細則の発令による要件が明確化される？)

2 2024年大統領選挙の影響

▪ 外国からの投資停滞

▪ ジョコ・ウィドド政権の成果作りのた

めの政策の急進(環境規制の強化?

エネルギートランジションの更なる推進?)

▪ デモなどによる治安悪化

4 サイバーセキュリティ・リスクの

高まり

• 不正アクセス件数の増加

• IT依存度の高まり
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優先して着手が必要な上位3リスク (TOP3回答) – アジア VS インドネシア

インドネシアの回答は、他のアジア地域と比較した場合、「不正・贈収賄等」をリスクとあげる

一方、「サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい」の影響を重視する回答は少ない

アジア地域の拠点が考えるリスク (All Asia) インドネシア拠点が考えるリスク

人材流失、人材獲得の困難による人材不足 31.4% (2位) 第1位 原材料ならびに原油価格の高騰 26.0% (1位)

原材料ならびに原油価格の高騰 29.0% (3位) 第2位 為替変動 19.2% (13位)

市場における価格競争 21..4% (4位) 第3位 人件費高騰 18.3% (3位)

人件費高騰 19.4% (7位) 第4位 人材流失、人材獲得の困難による人材不足 15.4% (7位)

為替変動 17.2% (11位) 第5位 役員・従業員の不正・贈収賄等 14.4% (4位)

サプライチェーン寸断 14.4% (5位) 第6位 市場における価格競争(第5位タイ) 14.4% (5位)

中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢 12.2% (24位) 第7位 法令順守違反 13.5% (8位)

疫病の蔓延(パンデミック)等の発生 11.9% (1位) 第8位 疫病の蔓延(パンデミック)等の発生 11.5% (2位)

サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 11.5% (9位) 第9位 サプライチェーン寸断(第8位タイ) 11.5% (9位)

東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢 10.4% (17位) 第10位 東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢(第8位タイ) 11.5% (14位)
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優先して着手が必要な上位3リスク (TOP3回答) - インドネシア (2020年| 2021年 | 2022年比較)

原材料の高騰や労使問題などコスト増加要因や為替変動の影響を懸念する回答者が多く、

パンデミックの発生に関するリスクは相対的に低くなっている

インドネシア拠点が考えるリスク 2020年度 2021年度 2022年度

第1位 原材料ならびに原油価格の高騰 7.6%(11) 29.1%(1) 26.0%

第2位 為替変動 24.1%(4) 8.7%(13) 19.2%

第3位 人件費高騰 31.6%(2) 21.4%(3) 18.3%

第4位 人材流失、人材獲得の困難による人材不足 10.1%(7) 12.6%(7) 15.4%

第5位 役員・従業員の不正・贈収賄等 19.0%(5) 19.4%(4) 14.4%

市場における価格競争 25.3%(3) 17.5%(5) 14.4%

第7位 法令順守違反 5.1%(17) 11.7%(8) 13.5%

第8位 疫病の蔓延(パンデミック)等の発生 51.9%(1) 26.2%(2) 11.5%

サプライチェーン寸断 11.4%(6) 10.7%(9) 11.5%

東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢 8.9%(9) 7.8%(14) 11.5%

→

↗

→

↗

↘

→

↗

↘

↘

↗
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今後1年程度を見越した際に優先して着手が必要と思われる施策(Top10) – アジア VS インドネシア

他国と比較した場合、項目については大きく変わらないものの、インドネシアでは特に、内部統

制の強化・コスト削減・業務プロセスの標準化に回答が集中している

アジア インドネシア

コスト削減 27.9% 第1位 内部統制強化 35.6%

企業戦略の見直し 26.8% 第2位 コスト削減 33.7%

内部統制強化 23.1% 第3位 業務プロセスの標準化 21.2%

新商品・サービス開発 19.7% 第4位 新商品・サービス開発 20.2%

人材育成計画の見直し 19.2% 第5位 人材育成計画の見直し 19.2%

業務プロセスの標準化 17.5% 第6位 企業戦略の見直し 18.3%

危機管理体制強化 17.2% 第7位 資金最適化(第6位タイ) 18.3%

給与・処遇の見直し 17.1% 第8位 サイバーセキュリティ強化 14.4%

サイバーセキュリティ強化 13.5% 第9位 原材料の調達先の分散 12.5%

資金最適化 11.5% 第10位 危機管理体制強化 11.5%
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施策を実行する上で、現地側で不足している・現在改善に取り組んでいる機能 (Top10) –アジア VS インドネシア

コンプライアンスを推進するための組織、ノウハウが不足していると考える回答者が多いことに加

えて、デジタル推進機能が不足していると考えている回答者が多い

アジア インドネシア

デジタル推進機能 39.0% 第1位 コンプライアンス推進機能 47.1%

地域戦略立案機能 37.2% 第2位 デジタル推進機能 45.2%

新規事業開発機能 28.3% 第3位 新規事業開発機能 37.5%

コンプライアンス推進機能 27.4% 第4位 統合リスク管理機能 31.7%

セキュリティ推進機能 23.5% 第5位 地域戦略立案機能 27.9%

統合リスク管理機能 21.3% 第6位 セキュリティ推進機能(第5位タイ) 27.9%

内部監査機能 19.0% 第7位 内部監査機能 25.0%

サードパーティーリスク管理(サプライヤー、ディラー等)機能 15.3% 第8位 サードパーティーリスク管理(サプライヤー、ディラー等)機能 24.0%

ESG, サステナビリティ推進機能 15.0% 第9位 ESG, サステナビリティ推進機能 19.2%

その他 4.0% 第10位 その他 1.9%
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